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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 
第17期 

第２四半期連結
累計期間 

第17期 
第２四半期連結

会計期間 
第16期 

会計期間 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年 
１月１日 

至平成20年 
12月31日 

売上高（千円） 3,789,161 1,914,926 7,187,454 

経常利益（千円） 604,495 319,276 787,882 

四半期（当期）純利益（千円） 325,934 173,459 70,582 

純資産額（千円） ― 3,442,958 3,255,507 

総資産額（千円） ― 5,652,916 5,213,827 

１株当たり純資産額（円） ― 29,272.35 27,804.06 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
2,800.34 1,490.31 606.60 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
2,799.28 1,488.34 605.44 

自己資本比率（％） ― 60.3 62.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
925,859 ― 639,180 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△160,128 ― △1,055,461 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△196,640 ― △273,882 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
― 2,190,197 1,602,057 

従業員数（人） ― 272 263 



２【事業の内容】 

 当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、当第２四半期連結会計期間中の臨時従業員の平均雇用人員であります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、当第２四半期会計期間中の臨時従業員の平均雇用人員であります。 

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 272 (44) 

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 157 (42) 



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当社グループは、ホスティングサービス事業、セキュリティサービス事業、その他サービス事業を行っており、

生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

(2) 受注実績 

 当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

(3) 販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【事業等のリスク】 

 当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 

ホスティングサービス事業 1,556,615 

セキュリティサービス事業 336,760 

その他サービス事業 21,550 

合計 1,914,926 

相手先 

当第２四半期連結会計期間  
 （自 平成21年４月１日 

    至 平成21年６月30日） 

販売高（千円） 割合（％） 

ＧＭＯインターネット株式会社 168,184 8.8 



３【経営上の重要な契約等】 

    当第２四半期連結会計期間において、解約した重要な契約は次のとおりであります。 

(1) 共同事業契約 

  注）上記の契約は平成21年５月４日付けで契約終了となりました。 

契約書名 VERISIGN RESELLER PROGRAM AGREEMENT 

会社名 グローバルサイン株式会社（現 ＧＭＯグローバルサイン株式会社） 

相手方の名称 VeriSign, Inc. （米国） 

契約締結日 平成19年８月10日 

契約内容 
「ジオトラスト」ブランドのサービスに加えて、ベリサイングループの電子認証サービスをワ

ールドワイドで販売する契約 

契約期間 平成19年８月10日より平成23年２月28日まで。 



４【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

 なお、当連結会計年度より四半期報告制度が適用されているため、適用初年度においては、前連結会計年度に係る

四半期連結財務諸表との比較を記載しておりません。 

  (1) 経営成績の分析 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国の金融危機に端を発した世界経済の混乱により、企業

収益が悪化し、個人消費が減退するなど、引き続き厳しい状況で推移しました。 

    しかし、当社グループの事業分野である、インターネットセキュリティサービスやITアウトソーシングサービス

に対する需要は、堅調に拡大すると見込まれております。但し、同業他社等との競争は、次第に激化してきており

ます。 

 このような事業環境のなか、ホスティングサービス事業においては、高いセキュリティ環境に対するニーズや、

ITコスト削減ニーズを背景に、サーバー構築・運用保守の代行を行うマネージドホスティングサービスが順調に推

移しました。 

 セキュリティサービス事業においては、販売代理店の開拓等が進み、世界各国でのサービス提供や商材強化を行

った結果、４－６月期においても営業黒字化を達成いたしました。 

    以上の結果、当第２四半期連結会計期間における連結売上高は1,914,926千円、営業利益は324,990千円、経常利

益は319,276千円、四半期純利益は173,459千円となりました。  

    事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① ホスティングサービス事業 

共用ホスティングサービス、仮想専用ホスティングサービス（VPS）においては、既存サービスの機能強化を

行いました。 

専用ホスティングサービス、マネージドホスティングサービスにおいては、SaaSやクラウド展開を支援するプ

ログラムを提供するなど、サービスラインナップの拡充を図りました。 

また、継続的にコスト効率の見直しを進めました。 

     以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,566,615千円、営業利益は291,815千円となりました。 

② セキュリティサービス事業 

2007年から「グローバルサイン」電子認証サービスを全世界で展開しております。 

日本においては、セイコープレシジョン株式会社との電子署名とタイムスタンプでの協業、日本セーフネット

株式会社が提供する製品に対応した「PDF文書署名用証明書for Adobe CDS」サーバー版の提供など商材強化を進

めました。 

海外においても、販売代理店等の開拓や政府系機関、大手企業等の導入が進み、売上が好調に推移しました。

     以上の結果、当第２四半期連結会計期間のセキュリティサービスの売上高は336,760千円、営業利益は30,073

千円となりました。 

③ その他サービス事業 

その他サービス事業においては、主としてスピード翻訳サービスを展開しています。 

その他事業の売上高は21,550千円、営業利益は2,389千円となりました。 

(2) 財政状態の分析 

（流動資産） 

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、3,108,804千円となり、前連結会計年度末に比べ

603,402千円増加しております。主な増減要因は、現金及び預金の増加588,140千円、売掛金の減少66千円であり

ます。 

（固定資産） 

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、2,544,112千円となり、前連結会計年度末に比べ

164,313千円減少しております。主な減少要因は、長期前払費用の減少33,489千円、のれんの減少149,378千円で

あります。 



（流動負債） 

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、2,175,958千円となり、前連結会計年度末に比べ

263,638千円増加しております。主な増加要因は、賞与引当金45,007千円、役員賞与引当金17,000千円を計上し

たこと及び前受金の増加63,949千円並びに未払法人税等の増加122,950千円であります。 

（固定負債） 

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、34,000千円となり、前連結会計年度末に比べ12,000

千円減少しております。主な減少要因は、長期借入金の減少12,000千円であります。 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、3,442,958千円となり、前連結会計年度末に比べ

187,450千円増加しております。主な増加要因は、配当金支払いによる利益剰余金の減少が185,325千円あったも

のの、四半期純利益325,934千円を計上したことによります。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、セキュリティサービス事

業における販売システムの開発等による、無形固定資産取得による支出145,156千円、配当金の支払いによる支出 

185,325千円があったものの税金等調整前四半期純利益を605,264千円計上した結果、前連結会計年度末に比べ、15

88,140千円増加し、当第２四半期連結会計期間末には2,190,197千円となりました。 

  当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、925,859千円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益605,264千

円を計上したことに加え、減価償却費130,016千円及びのれん償却額153,378千円を計上したこと等によるもので

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は、160,128千円となりました。これは主に無形固定資産の取得による支出

145,156千円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は、196,640千円となりました。これは主に配当金の支払額185,325千円、長期借

入金の返済による支出12,000千円によるものです。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5) 研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12,816千円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

第３【設備の状況】 
(1) 主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日から四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 343,600 

計 343,600 

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月７日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 116,410 116,410 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
― 

計 116,410 116,410 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （注）１．新株予約権を付与された者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員の

地位にあることを要するものとします。ただし、当社が諸般の事情を考慮の上特例として取締役会で承認し

た場合はこの限りではない。 

２．本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとします。 

３．本新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとします。 

４．本新株予約権発行日後に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整する

ものとし、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、本新株予約権発行日後に、当社が時価（ただし、当社株式の上場前においては、その時点における調

整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行を行う場合（ただし、時価発行として行う公募

増資、新株予約権及び新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）、次の算式により行使価額を調整

するものとし、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．平成18年8月15日開催の取締役会決議により、平成18年7月1日付で１株を２株とする株式分割を行っており

ます。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

臨時株主総会の特別決議日（平成17年８月16日） 

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 57（注）４ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―――――― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 570（注）４,５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 35,000（注）４,５ 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月17日から 

平成24年８月17日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    35,000 

資本組入額   17,500 

（注）４,５ 

新株予約権の行使の条件 

本総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権の付与を受けたものとの間で締結する

「新株予約権付与契約書」で定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権に担保権の設定及び質入等一切の処分を認め

ない。 

代用払込みに関する事項 ―――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――――― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

株式分割・株式併合の比率

     
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）新株予約権の権利行使による増加であります。 

(5) 【大株主の状況】 

 （注）所有株式数の割合は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
20 116,410 350 907,800 350 996,548 

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

ＧＭＯインターネット株

式会社 
東京都渋谷区桜丘町26-1 59,669 51.3 

株式会社あおやま 東京都世田谷区岡本2-17-18 5,819 5.0 

Verio,Inc. 501000 

常任代理人 

（株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済

業務室） 

Centerville Road, Suite 400 Wilmington, Delaware  

19808 U.S.A 

(東京都中央区日本橋兜町6番7号) 

4,700 4.0 

中条一郎 東京都新宿区 4,670 4.0 

青山満 東京都世田谷区 4,637 4.0 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社 

（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 1,500 1.3 

永田敏章 東京都武蔵野市 1,435 1.2 

マイクロソフト株式会社 東京都渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 1,114 1.0 

深山智房 埼玉県さいたま市浦和区 600 0.5 

立見雄浩 東京都清瀬市 599 0.5 

計 ― 84,743 72.8 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場（マザーズ）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  116,410 116,410 － 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 116,410 ― ― 

総株主の議決権 ― 116,410 ― 

平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 
平成21年 

１月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 33,000 30,500 27,000 34,600 67,500 80,000 

最低（円） 29,100 25,000 23,850 25,850 30,000 56,300 



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,230,197 1,642,057

売掛金 557,790 491,684

前払費用 223,127 260,678

繰延税金資産 59,063 14,762

その他 43,786 101,621

貸倒引当金 △5,160 △5,402

流動資産合計 3,108,804 2,505,401

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,224 6,224

減価償却累計額 △1,710 △1,230

建物（純額） 4,514 4,994

工具、器具及び備品 702,966 666,360

減価償却累計額 △462,523 △404,881

工具、器具及び備品（純額） 240,442 261,478

有形固定資産合計 244,957 266,473

無形固定資産   

ソフトウエア 879,496 796,124

のれん 892,700 1,042,079

その他 11,412 10,817

無形固定資産合計 1,783,609 1,849,021

投資その他の資産   

投資有価証券 3,154 ※1  17,478

関係会社株式 ※2  14,324  

役員及び従業員に対する長期貸付金 82,005 98,854

長期前払費用 290,836 324,326

敷金及び保証金 100,197 99,367

繰延税金資産 15,214 44,180

その他 9,811 8,721

投資その他の資産合計 515,545 592,930

固定資産合計 2,544,112 2,708,425

資産合計 5,652,916 5,213,827



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 86,813 104,937

未払金 207,943 232,053

1年内返済予定の長期借入金 24,000 24,000

前受金 1,373,490 1,309,540

未払法人税等 283,064 160,114

未払消費税等 46,569 20,520

賞与引当金 45,007  

役員賞与引当金 17,000 2,328

引当金 62,007 2,328

その他 92,070 58,824

流動負債合計 2,175,958 1,912,320

固定負債   

長期借入金 34,000 46,000

固定負債合計 34,000 46,000

負債合計 2,209,958 1,958,320

純資産の部   

株主資本   

資本金 907,800 907,450

資本剰余金 996,548 996,198

利益剰余金 1,554,387 1,414,677

株主資本合計 3,458,736 3,318,326

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 △51,142 △82,212

評価・換算差額等合計 △51,142 △82,212

少数株主持分 35,364 19,393

純資産合計 3,442,958 3,255,507

負債純資産合計 5,652,916 5,213,827



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 3,789,161

売上原価 1,524,219

売上総利益 2,264,942

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  1,665,830

営業利益 599,111

営業外収益  

受取利息 1,310

為替差益 1,624

還付加算金 1,479

その他 2,012

営業外収益合計 6,425

営業外費用  

支払利息 885

その他 156

営業外費用合計 1,041

経常利益 604,495

特別利益  

固定資産売却益 ※3  2,086

その他 166

特別利益合計 2,252

特別損失  

固定資産除却損 ※4  1,483

特別損失合計 1,483

税金等調整前四半期純利益 605,264

法人税、住民税及び事業税 282,831

法人税等調整額 △15,334

法人税等合計 267,496

少数株主利益 11,833

四半期純利益 325,934



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 1,914,926

売上原価 749,979

売上総利益 1,164,946

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  839,956

営業利益 324,990

営業外収益  

受取利息 575

還付加算金 1,479

その他 282

営業外収益合計 2,337

営業外費用  

支払利息 426

為替差損 7,609

その他 15

営業外費用合計 8,050

経常利益 319,276

特別損失  

固定資産除却損 ※3  1,483

特別損失合計 1,483

税金等調整前四半期純利益 317,792

法人税、住民税及び事業税 157,873

法人税等調整額 △17,859

法人税等合計 140,013

少数株主利益 4,319

四半期純利益 173,459



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 605,264

減価償却費 130,016

のれん償却額 153,378

貸倒引当金の増減額（△は減少） △350

賞与引当金の増減額（△は減少） 45,007

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 14,595

受取利息 △1,310

支払利息 885

株式交付費 15

為替差損益（△は益） △568

固定資産除却損 1,483

固定資産売却損益（△は益） △2,086

売上債権の増減額（△は増加） △48,400

前払費用の増減額（△は増加） 41,957

その他の流動資産の増減額（△は増加） 60,315

長期前払費用償却額 40,797

仕入債務の増減額（△は減少） △34,902

未払金の増減額（△は減少） △33,404

前受金の増減額（△は減少） 56,832

未払消費税等の増減額（△は減少） 26,048

預り金の増減額（△は減少） 31,370

その他の流動負債の増減額（△は減少） △160

小計 1,086,785

利息の受取額 1,321

利息の支払額 △886

法人税等の支払額 △161,360

営業活動によるキャッシュ・フロー 925,859

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △28,320

無形固定資産の取得による支出 △145,156

無形固定資産の売却による収入 2,396

貸付金の回収による収入 16,848

のれんの取得による支出 △4,000

その他 △1,897

投資活動によるキャッシュ・フロー △160,128



（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △12,000

株式の発行による収入 685

配当金の支払額 △185,325

財務活動によるキャッシュ・フロー △196,640

現金及び現金同等物に係る換算差額 19,049

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 588,140

現金及び現金同等物の期首残高 1,602,057

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,190,197



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

(1) リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部

会））及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本

公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に

係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴

い、第１四半期連結会計期間からこれ

らの会計基準等を適用し、通常の売買

取引に係る会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産の減

価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。ただし、

リース取引開始日が平成21年１月１日

以前である所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 



【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

【追加情報】 

  
  
  

当第２四半期連結累計期間  
（自 平成21年１月１日  
 至 平成21年６月30日） 

固定資産の減価償却費の算定

方法 

 固定資産の減価償却費の算定において、

定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

（関係会社株式） 

 前連結会計年度まで「投資有価証券」に含めて表示し

ていた非連結子会社株式を、その他有価証券と区分する

ため、第１四半期連結会計期間より「関係会社株式」と

して表示しております。 

 なお、前連結会計年度の「投資有価証券」に含まれる

「関係会社株式」の金額は14,324千円であります。 

（賞与引当金） 

 前連結会計年度においては、従業員賞与の確定額を未

払賞与として「未払金」に含めて表示しておりました

が、当第２四半期連結会計期間は支給金額が確定してい

ないため、支給見込額を「賞与引当金」として計上して

おります。 

 なお、前連結会計年度においては支給確定額2,168千

円を「未払金」に含めて計上しております。 



【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※１       ――――――――― ※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式）     14,324千円 

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

関係会社株式          14,324千円

※２       ――――――――― 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費  135,807千円 

給与手当  539,714 

賞与引当金繰入額  35,183 

役員賞与引当金繰入額  17,000 

減価償却費 22,247 

のれん償却費 153,378 

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は

26,750千円であります。 

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

商標権  2,086千円 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品  6千円 

長期前払費用  1,477千円 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費  67,788千円 

給与手当  275,730 

賞与引当金繰入額  17,864 

役員賞与引当金繰入額  9,000 

減価償却費 16,968 

のれん償却費 70,226 

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は

12,816千円であります。 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品  6千円 

長期前払費用  1,477千円 



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成

21年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数 

 ２．自己株式の種類及び株式数 

 ３．新株予約権等に関する事項 

  ストック・オプションとしての新株予約権 

 ４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの 

       該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定  2,230,197

預入期間が３か月を超える定期預金 △40,000

現金及び現金同等物     2,190,197

普通株式 116,410株 

普通株式 ― 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 ― 

決議 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成21年３月23日 

定時株主総会 
普通株式 186,224 1,600  平成20年12月31日  平成21年３月24日 利益剰余金 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  
  

ホスティング
サービス事業 

（千円） 

セキュリテ
ィサービス

事業 
（千円） 

 その他サー
ビス事業 
（千円）  

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1) 外部顧客に対する

売上高 
1,556,615 336,760 21,550 1,914,926 ― 1,914,926 

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

3,789 11,860 156 15,806 (15,806) ― 

計 1,560,404 348,620 21,707 1,930,732 (15,806) 1,914,926 

営業利益 291,815 30,073 2,389 324,278 711 324,990 

  
  

ホスティング
サービス事業 

（千円） 

セキュリテ
ィサービス

事業 
（千円） 

 その他サー
ビス事業 
（千円）  

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高 
3,091,909 656,697 40,555 3,789,161 ― 3,789,161 

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

5,895 22,882 448 29,226 (29,226) ― 

計 3,097,804 679,579 41,003 3,818,387 (29,226) 3,789,161 

営業利益 557,577 35,978 4,289 597,844 1,266 599,111 

事業区分 主要製品 

ホスティング 

サービス事業 

共用ホスティングサービス、専用ホスティングサービス、仮想専用型（VPS）ホス

ティングサービス、ECショップ構築等各種アプリケーションの販売 

セキュリティ 

サービス事業 

SSL電子証明書等 

その他   

サービス事業 

上記以外のサービス 



【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……アメリカ合衆国 

欧州……英国、ベルギー国 

【海外売上高】 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。 

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 当第２四半期連結会計期間において付与したストック・オプションはありません。 

（企業結合等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  
  

日本 
（千円） 

北米 
（千円） 

 欧州 
（千円）  

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1) 外部顧客に対する

売上高 
1,706,884 96,421 111,620 1,914,926 ― 1,914,926 

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

36,628 6,373 53,602 96,604 (96,604) ― 

計 1,743,512 102,795 165,222 2,011,530 (96,604) 1,914,926 

営業利益又は 

営業損失（△） 
321,959 △3,854 11,284 329,389 (4,339) 324,990 

  
  

日本 
（千円） 

北米 
（千円） 

 欧州 
（千円）  

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1) 外部顧客に対する

売上高 
3,395,731 178,779 214,650 3,789,161 ― 3,789,161 

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

63,739 11,877 103,227 178,844 (178,844) ― 

計 3,459,471 190,657 317,877 3,968,006 (178,844) 3,789,161 

営業利益又は 

営業損失（△） 
601,433 △15,706 11,127 596,854 2,256 599,111 



（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

前連結会計年度末に比して、リース取引残高に著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 29,272.35円 １株当たり純資産額 27,804.06円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 2,800.34円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
2,799.28円

１株当たり四半期純利益金額 1,490.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
1,488.34円

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 325,934 173,459 

普通株主に帰属しない金額（千円） ――― ―――  

普通株式に係る四半期純利益（千円） 325,934 173,459 

期中平均株式数（株） 116,390 116,391 

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円） ―――  ―――  

普通株式増加数（株） 43 153 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 ―――――  ――――― 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年８月４日

ＧＭＯホスティング＆セキュリティ株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 吉村 孝郎  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 岡田 雅史  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧＭＯホスティ

ング＆セキュリティ株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯホスティング＆セキュリティ株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並び

に第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年８月７日 

【会社名】 ＧＭＯホスティング＆セキュリティ株式会社 

【英訳名】 GMO HOSTING & SECURITY, INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 青 山   満

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区桜丘町26番１号セルリアンタワー 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社代表取締役社長青山満は、当社の第17期第２四半期（自平成21年１月１日 至平成21年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

２【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 
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